
健診の種類 実施場所 予約方法

特定健診
対象者：４０歳以上の国保加入者

人間ドック
対象者：３０歳以上の国保加入者

集団健診
個別健診

上三川いきいきプラザ等 希望調査票（対象者に送付済み）による予約
町内の指定医療機関 医療機関に直接予約

健診実施機関 健診機関に予約した後、住民課に申請

広告広告

　令和６年度から助成内容を拡大しました。
　人工授精や保険適用の生殖補助医療などが新たに助成対象となりました。

対象となる不妊治療費
１ 不妊治療を行う保険医療機関として、国の指定を受けた国内の医療機関で行った人工授精、生
　 殖補助医療（体外受精など）、生殖補助医療の一環として行った男性不妊治療
２ 国承認の医療機関で行った先進医療
　 ※令和６年４月１日以降の治療費が対象です。

対象者
　不妊治療が必要であると医師に診断された方で、次の 1～４の要件をすべて満たしている法律
上の婚姻をしている夫婦。
１ 助成を申請する日の 1年以上前から夫婦共に上三川町に住民登録がある方
２ 生殖補助医療に係る助成を受ける方については、治療開始日において妻の年齢が４３歳未満　
　 である方
３ 医療保険の被保険者又は被扶養者である方
４ 町税 (町民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、町たばこ税及び国民健康保険税 )を滞納
　 していない方
※所得制限、出生子の有無については問いません。

助成費用
　不妊治療費用を基準額とし、その１/２の額（１００円未満切捨て）です。ただし、治療が終了した
日の属する年度 1年度あたり上限２０万円とし、通算５年度までの助成となります。
　なお、基準額から次の 1～４の金額を控除した額の１/２とします。
１ 入院時の差額ベッド代、食事代等の治療に直接関係のない費用
２ 高額療養費　３ 付加給付費　４ 不妊治療を対象とするその他の給付

申請期限
　治療が終了した日の属する年度の翌年度末までに申請してください。

経過措置
　令和６年３月３１日以前に開始された保険適用外の治療については、以前の制度に基づき、妻の
年齢に制限なく令和７年３月３１日までの治療費を対象として助成します。

　申請をご検討されている方は、事前に子ども家庭課までご相談ください。

●令和６年度の税率等について
　令和６年度の税率は、令和５年度と変更ありませんが、後期高齢者分の賦課限度額が２０万円から２２万円に上がります。

●低所得世帯の軽減措置について
　世帯の所得が基準額以下の場合は、均等割額及び平等割額が７割、５割、２割に軽減される措置が適用されます。税制改正
に伴い、令和６年度から軽減判定の基準について次のように変更されます。
　令和６年度軽減判定所得

●国民健康保険（国保）に加入する方は・・・
　職場の健康保険や後期高齢者医療制度に加入している方、生活保護を受けている方などを除き、すべての住民は国保に
加入しなければなりません。加入するには、手続きが必要です。退職するときは注意しましょう。
　また、就職などにより職場の健康保険に加入したときは、国保を脱退する手続きが必要です。
　●病院にかかるときは・・・
　保険証またはマイナ保険証を窓口に提示してください。
　かかった医療費のうち、一部（２割または３割）を自己負担することで診療を受けることができます。残りの費用は、国
保が負担します。
　加入している健康保険が変わったときは、受診日に加入している保険証を提示しましょう。誤って国保の保険証で受診
した場合、後日、国保負担分を返還してもらうことがあります。
　●保険税の納付が遅れると・・・
　納期限を過ぎると、督促状の送付（手数料の追加）や延滞金の加算、滞納処分（差押えなど）となることがあります。また、
有効期限が短い保険証が交付されたり、医療費の支払いがいったん全額自己負担となる資格証明書が交付されたりする
ことがあります。保険税は納期限内に納付しましょう。

●１年に１回、特定健診・人間ドックを受診しましょう！
　町実施の特定健診または人間ドックの助成制度を利用して、自身の健康状態を確認しましょう。

※同一年度内に特定健診の受診と人間ドックの助成を重複することはできません。
※町の特定健診は、集団・個別ともに７月から実施します。

●未就学児の軽減について
　子育て世帯の負担軽減を図るため、未就学児（６歳に達する日以後の３月３１日までの間にある子）に係る均等割額は２分
の１に軽減されます。

●産前産後期間の軽減について
　令和５年１１月１日以降に出産予定、または出産した国民健康保険に加入している方は、産前産後の一定期間の国民健康
保険税に係る所得割及び均等割額が軽減されます。ただし、軽減の適用には届出が必要です。

不妊治療費を助成します 国民健康保険税について

国民健康保険制度について

▶問い合わせ先＝国民健康保険税について　　　　税務課　住民税係　　　　９１２２
　　　　　　　　資格取得・喪失手続きについて　住民課　国保年金係　　　　９１３４

56☎
56☎

▶問い合わせ先＝住民課　国保年金係　　　　９１３４56☎

▶問い合わせ先＝特定健診：健康福祉課　成人健康係　　　　９１３３
　　　　　　　　人間ドック：住民課　国保年金係　　　　９１３４

56☎
56☎

▶問い合わせ先＝子ども家庭課　母子健康係　　　　９１３２56☎

所得割額
均等割額
平等割額
賦課限度額

課税標準額※に対して
被保険者１人当たり

１世帯当たり
1世帯当たり

6.0%
20,000 円
17,000 円

650,000 円

2.0%
8,000 円
6,000 円

220,000 円

1.8%
13,000 円
 2,000 円

170,000 円

７割軽減
５割軽減
２割軽減

４３万円+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯
４３万円 +(２９．５万円×被保険者数)+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯
４３万円 +(５４．５万円×被保険者数)+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯

医療分 後期高齢者分 介護分 (40 歳～ 64 歳 )

※課税標準額＝令和５年中（令和５年１月～１２月）の総所得金額－４３万円

基準となる所得金額（世帯主、被保険者及び特定同一世帯所属者の所得の合計額）軽減割合

５
月
31
日
は
「
世
界
禁
煙
デ
ー
」（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）　「
た
ば
こ
」
の
ク
イ
ズ
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
！

広報かみのかわ　2024.5.1 4



健診の種類 実施場所 予約方法

特定健診
対象者：４０歳以上の国保加入者

人間ドック
対象者：３０歳以上の国保加入者

集団健診
個別健診

上三川いきいきプラザ等 希望調査票（対象者に送付済み）による予約
町内の指定医療機関 医療機関に直接予約

健診実施機関 健診機関に予約した後、住民課に申請

広告広告

　令和６年度から助成内容を拡大しました。
　人工授精や保険適用の生殖補助医療などが新たに助成対象となりました。

対象となる不妊治療費
１ 不妊治療を行う保険医療機関として、国の指定を受けた国内の医療機関で行った人工授精、生
　 殖補助医療（体外受精など）、生殖補助医療の一環として行った男性不妊治療
２ 国承認の医療機関で行った先進医療
　 ※令和６年４月１日以降の治療費が対象です。

対象者
　不妊治療が必要であると医師に診断された方で、次の 1～４の要件をすべて満たしている法律
上の婚姻をしている夫婦。
１ 助成を申請する日の 1年以上前から夫婦共に上三川町に住民登録がある方
２ 生殖補助医療に係る助成を受ける方については、治療開始日において妻の年齢が４３歳未満　
　 である方
３ 医療保険の被保険者又は被扶養者である方
４ 町税 (町民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、町たばこ税及び国民健康保険税 )を滞納
　 していない方
※所得制限、出生子の有無については問いません。

助成費用
　不妊治療費用を基準額とし、その１/２の額（１００円未満切捨て）です。ただし、治療が終了した
日の属する年度 1年度あたり上限２０万円とし、通算５年度までの助成となります。
　なお、基準額から次の 1～４の金額を控除した額の１/２とします。
１ 入院時の差額ベッド代、食事代等の治療に直接関係のない費用
２ 高額療養費　３ 付加給付費　４ 不妊治療を対象とするその他の給付

申請期限
　治療が終了した日の属する年度の翌年度末までに申請してください。

経過措置
　令和６年３月３１日以前に開始された保険適用外の治療については、以前の制度に基づき、妻の
年齢に制限なく令和７年３月３１日までの治療費を対象として助成します。

　申請をご検討されている方は、事前に子ども家庭課までご相談ください。

●令和６年度の税率等について
　令和６年度の税率は、令和５年度と変更ありませんが、後期高齢者分の賦課限度額が２０万円から２２万円に上がります。

●低所得世帯の軽減措置について
　世帯の所得が基準額以下の場合は、均等割額及び平等割額が７割、５割、２割に軽減される措置が適用されます。税制改正
に伴い、令和６年度から軽減判定の基準について次のように変更されます。
　令和６年度軽減判定所得

●国民健康保険（国保）に加入する方は・・・
　職場の健康保険や後期高齢者医療制度に加入している方、生活保護を受けている方などを除き、すべての住民は国保に
加入しなければなりません。加入するには、手続きが必要です。退職するときは注意しましょう。
　また、就職などにより職場の健康保険に加入したときは、国保を脱退する手続きが必要です。
　●病院にかかるときは・・・
　保険証またはマイナ保険証を窓口に提示してください。
　かかった医療費のうち、一部（２割または３割）を自己負担することで診療を受けることができます。残りの費用は、国
保が負担します。
　加入している健康保険が変わったときは、受診日に加入している保険証を提示しましょう。誤って国保の保険証で受診
した場合、後日、国保負担分を返還してもらうことがあります。
　●保険税の納付が遅れると・・・
　納期限を過ぎると、督促状の送付（手数料の追加）や延滞金の加算、滞納処分（差押えなど）となることがあります。また、
有効期限が短い保険証が交付されたり、医療費の支払いがいったん全額自己負担となる資格証明書が交付されたりする
ことがあります。保険税は納期限内に納付しましょう。

●１年に１回、特定健診・人間ドックを受診しましょう！
　町実施の特定健診または人間ドックの助成制度を利用して、自身の健康状態を確認しましょう。

※同一年度内に特定健診の受診と人間ドックの助成を重複することはできません。
※町の特定健診は、集団・個別ともに７月から実施します。

●未就学児の軽減について
　子育て世帯の負担軽減を図るため、未就学児（６歳に達する日以後の３月３１日までの間にある子）に係る均等割額は２分
の１に軽減されます。

●産前産後期間の軽減について
　令和５年１１月１日以降に出産予定、または出産した国民健康保険に加入している方は、産前産後の一定期間の国民健康
保険税に係る所得割及び均等割額が軽減されます。ただし、軽減の適用には届出が必要です。

不妊治療費を助成します 国民健康保険税について

国民健康保険制度について

▶問い合わせ先＝国民健康保険税について　　　　税務課　住民税係　　　　９１２２
　　　　　　　　資格取得・喪失手続きについて　住民課　国保年金係　　　　９１３４

56☎
56☎

▶問い合わせ先＝住民課　国保年金係　　　　９１３４56☎

▶問い合わせ先＝特定健診：健康福祉課　成人健康係　　　　９１３３
　　　　　　　　人間ドック：住民課　国保年金係　　　　９１３４

56☎
56☎

▶問い合わせ先＝子ども家庭課　母子健康係　　　　９１３２56☎

所得割額
均等割額
平等割額
賦課限度額

課税標準額※に対して
被保険者１人当たり

１世帯当たり
1世帯当たり

6.0%
20,000 円
17,000 円

650,000 円

2.0%
8,000 円
6,000 円

220,000 円

1.8%
13,000 円
 2,000 円

170,000 円

７割軽減
５割軽減
２割軽減

４３万円+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯
４３万円 +(２９．５万円×被保険者数)+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯
４３万円 +(５４．５万円×被保険者数)+{１０万円×(給与所得者等の数－１)}以下の世帯

医療分 後期高齢者分 介護分 (40 歳～ 64 歳 )

※課税標準額＝令和５年中（令和５年１月～１２月）の総所得金額－４３万円

基準となる所得金額（世帯主、被保険者及び特定同一世帯所属者の所得の合計額）軽減割合

５
月
31
日
は
「
世
界
禁
煙
デ
ー
」（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）　「
た
ば
こ
」
の
ク
イ
ズ
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
！

町
か
ら

特
　
集

東
館
南
集
会
所

ス
ポ
ー
ツ
情
報

お
知
ら
せ
版

図
書
館

い
き
い
き
プ
ラ
ザ

町
の
話
題

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー

町
か
ら

広報かみのかわ　2024.5.15


